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基本目標５ 持続可能なまちづくり 

 

５－１ 協働と交流によるまちづくりの推進 

■関連する SDGｓ 

 

 

■現状と課題 

〇本町では、47 の行政区を中心に地域コミュニ

ティを構成していますが、少子高齢化や核家

族化が進み、価値観が多様化する中で連帯感

が徐々に希薄化し、地域が本来もっている相

互扶助の機能が低下しつつあるため、様々な取組により地域コミュニティを活性化していく必

要があります。 

 

〇町民との対話や情報共有を促進し、本町の施策・事業や行政運営に反映していく協働によるま

ちづくりの体制づくりを進める必要があります。 

 

〇本町では、アメリカのミネソタ州にあるケンブリッジ市・ブラハム市、ニュージーランドのケ

リケリ町と姉妹都市を締結しています。国際化やグローバル化が進んで久しい現代において、

異文化への理解と認識を深め、言語や生活・習慣等の違いを越えた交流を行える機会は大切で

す。 

  

國津神社での三面獅子 

国際交流活動 まつりによる町民交流 
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■施策の方向 

（１）地域コミュニティの活性化 

 ①町内会・老人クラブ・婦人会・子ども会等

の各種団体の交流や、地区の祭り・自主防

災活動等を通して、コミュニティ意識の高

揚と地域の連帯感の強化を図れるよう支援

します。 

 ②公民館、文化会館、教育集会所等の維持管

理に努めるとともに、なぎホールや地域交

流センターの有効活用により、コミュニテ

ィ活動の充実を図ります。 

 

（２）住民との協働によるまちづくりの推進 

 ①本町の行財政状況を広報ゆあさや町ホームページ等に掲載し、情報公開により行政の透明性

の確保に努めます。 

 ②主要な行政施策課題について町ホームページから「お問い合わせメール」の活用や各種計画

策定の際のアンケート調査等、住民の意見や視点を踏まえた行政運営に努めます。 

 ③地域とのつながりを構築するため町職員を各地区に割り当てる等、住民と行政との協力体制

の整備に努め、住民と行政が一体となったまちづくりを推進します。 

 

（３）地域学校協働活動 

 ①地域の学生や保護者、高齢者、成人、民間企業など幅広い地域住民等の参画を得て、地域全

体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」を目指しま

す。 

 

（４）国際交流活動の推進 

 ①海外姉妹都市であるアメリカのミネソタ州にあるケンブリッジ市・ブラハム市、ニュージー

ランドのケリケリ町との国境を越えた友好と交流に努めます。 

 ②湯浅国際文化交流協会が実施する講演会や交流事業、英会話教室等の活動を支援し、町民の

国際感覚の醸成に努めます。 

  

地域でのまつり 
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５－２ 移住・定住支援の充実 

■関連する SDGｓ 

 

 

■現状と課題 

〇本町では人口減少が課題となっていますが、

県の移住・定住に関する取組と連携して町の

魅力を PR し、観光をはじめとする様々な事

業等において関係人口・交流人口を促進する

ことにより、移住・定住者の増加に結びつける取組を推進しています。 

 

〇「住みたい」、「住みつづけたい」と思われる町となるよう、本町の魅力を内外に広く発信し、

認知度の向上や魅力度の向上を図っています。また、本町に移住を希望する方に、総合的な情

報発信、住まい探しやハローワークとの連携による就労支援等の移住相談体制の整備、地域住

民との交流やお試し滞在、移住のサポートや移住後のフォローを行う等、UJI ターン（※）等の

移住希望者をスムーズに受け入れられる体制づくりに努めています。 

 

〇移住・定住に関しては、住まいの確保や、子育て支援やビジネス環境の充実等も重要であるこ

とから、他分野の施策と連携・連動して移住・定住に向けた様々な施策を講じる必要がありま

す。 

  

農業体験（大学生フィールドワーク） 

移住相談会 



第四次湯浅町長期総合計画 | 82 

 

■施策の方向 

（１）移住・定住施策の推進 

 ①町ホームページや湯浅町支援施策パンフレット「grow with」等、様々な媒体を通してタウン

プロモーションを推進し、まちの魅力や移住・定住に関する情報発信の充実に努めます。 

 ②県との連携を図り、移住・定住の希望者への移住セミナーや相談会の充実に努めるととも

に、定住促進奨励金、移住支援金を継続して行い、移住・定住を促進します。 

 ③住民主体の大学生の農業体験等をはじめ、滞在型まちづくりイベント参加の呼びかけや独自

の加工品販売等の支援の充実により、関係人口・交流人口の創出に努めます。 

 

（２）空家の利活用の促進 

 ①県の空き家バンクによる住居、店舗等の情

報提供を行うとともに、住まい探し等の相

談体制や移住のサポート、移住後のフォロ

ー等を行います。 

 ②空家の改修による居住希望者への一定期間

の貸付や、空き家改修事業補助金により、

町外から移住する定住希望者への田舎暮ら

しを積極的に応援することで、定住人口の

増加と地域活性化を図ります。 

  
住まい探しの現地案内 
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５－３ 行財政運営の推進 

■関連する SDGｓ 

 

 

■現状と課題 

〇本町では平成 18（2006）年度から続いた普通

会計の赤字決算が平成 22（2010）年度に解消

されて以降、中長期的な見通しである「財政

シミュレーション」の実施等により、財政健

全化に取り組んできました。 

 

〇新たな財源として「ふるさと納税」に力を入れており、特産品等によるふるさと納税の返礼品

の拡充により、湯浅ブランドの PR 効果を生みだし、産業の活性化につながる相乗効果を狙っ

た取組を進めています。 

 

〇地方分権により効率的な行政運営が求められている観点から、医療、防災、環境、産業等、あ

らゆる面で広域的な対応や連携が重要となっており、近隣市町と連携し広域行政を推進する必

要があります。 

  

職員研修 

町外での PR イベント 
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■施策の方向 

（１）財政健全化の推進 

 ①少子高齢化による社会保障費の増加や老朽化が進む公共施設等への対応など、今後より一層

厳しい財政運営になることが予想されます。継続的かつ安定的に行政サービスを提供してい

くためには計画的な財政運営が必要不可欠であるため、新たな中期財政計画を策定し、経常

経費の抑制や公債費の平準化、大型事業の適正な実施に努めます。 

 ②平成 29（2017）年度ふるさと納税寄附受入額が全国６位となる等、本町のふるさと納税への

取組は効果が見られるため、引き続きふるさと納税を中心にクラウドファンディング（※）

（ふるさと納税型）や企業版ふるさと納税等の積極的な活用により、新たな財源である「ふ

るさと納税」を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）行政サービスの効率化と利便性の向上 

 ①定期的な行政評価による業務量の把握や事務事業の見直し、指定管理者制度（※）等による

民間活力の導入等を進めます。 

 ②夜間・休日の救急医療体制等、町単独ではサービス提供の維持が難しい分野については近隣

自治体との広域行政を行い、広域連携によるスケールメリットを活かした取組を推進しま

す。 

 ③コンビニ納付や電子決済等、納付しやすい環境づくりを進め、利便性の向上に努めます。 

 ④マイナンバーカード（※）の利用促進を図るため、住民票等のコンビニ交付や、引越し手続

オンラインサービス等マイナンバーカードを活用した行政サービスの周知に努めます。 

 ⑤町職員の人材育成を重視した人事評価や職員研修の充実により、行政サービスの向上を目指

します。 

 ⑥適切な行政サービスを利用できるよう、総務省の行政相談制度の活用等により関係機関と連

携し、相談及び情報提供の充実に取り組みます。 
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